
 

令和５年度第１回大阪府地域職業能力開発促進協議会 開催報告 

 

１ 日時 

令和５年１０月３１日（火）午前１０時００分から午前１１時３０分まで 

 

２ 開催場所 

  大阪労働局第二庁舎 １８階大会議室 

 

３ 出席者 １３名 

冨田 安信  同志社大学社会学部 教授 

平岡 潤二  公益社団法人 関西経済連合会 労働政策部長 

田中 剛   大阪商工会議所 人材開発部 次長 

谷山 真記子 大阪府中小企業団体中央会 事務局長 

松井 千穂  日本労働組合総連合会大阪府連合会 副事務局長 

清水 尚道  一般社団法人大阪府専修学校各種学校連合会 理事長 

相田 真由美 独立行政法人高齢・障害・求職者雇用支援機構 大阪支部長 

土肥 洋子  大阪府職業能力開発協会 専務理事 

岸本 貴   株式会社アソウ・ヒューマニーセンター 西日本営業本部 

       副部長 

渡邉 朋子  近畿経済産業局地域経済部地域経済課 課長補佐 

岡本 隆之  大阪府商工労働部雇用推進室 人材育成課長 

荒木 祥一  大阪労働局長 

村田 泰弘  大阪労働局 職業安定部長 

 

４ 結果概要  

（１）令和４年度、令和５年度（７月末）公的職業訓練の実施状況について説明

し、理解を得た。 

（２）大阪労働局、大阪府から以下のとおり令和６年度に向けた方針(案)を説明

し、これらを踏まえ、令和６年度大阪府地域職業訓練実施計画を策定するこ

とについて理解を得た。 

①  大阪労働局方針（案） 

第１に、産業界の人材ニーズや求職者の訓練受講ニーズに対応しつつ、 

ものづくり分野の人材育成やデジタル人材の育成を柱とした「大阪の産業 

の成長を支える人材育成」を柱とする。 

第２に、地域のニーズに応じた訓練（介護福祉分野、ＩＴ分野、事務・ 



販売・営業分野）や職業訓練の実施状況に応じた訓練（ＩＴ分野、デザイ 

ン分野）を主とした「早期再就職を支援するための職業訓練」を計画・実 

施する方向で調整することとした。 

②  大阪府方針（案） 

離職者の早期再就職支援を目的に、第11次大阪府職業能力開発計画や国

のデジタル田園都市国家構想に基づく訓練機会の提供と、求職者や企業ニ

ーズを踏まえた創意工夫のある訓練を実施するとし、以下の訓練の実施を

挙げる。 

１ デジタル分野の人材を育成する訓練の拡充 

２ 人材不足業界である介護・保育人材確保に資する訓練 

３ 子育て中の方が受講しやすい訓練 

４ 国家資格の取得による専門人材を育成する訓練 

５ 中高年者の職業能力向上に資する訓練 

③  独立行政法人高齢・障害・求職者雇用支援機構大阪支部方針（案） 

ニーズに応じた訓練カリキュラムの変更に引き続き取り組んでいく。 

なお、政府のＤＸ推進の方向性を受けて、一部カリキュラムにおいて 

ＤＸ対応訓練の拡充を図っていく。 

（３）地域の実情やニーズに即した公的職業訓練の設定・実施、職業訓練効果の把握 

・検証等を行うことを目的とした公的職業訓練効果検証ワーキンググループとし 

て、令和５年度の検証対象コースであるデジタル分野について報告した。 

（４）令和５年度大阪府地域職業訓練実施計画変更（案）について説明し、地

域におけるリスキリングの推進に関する事業についての記載を追加するこ

とで構成員からの承認を得た。 

（５）その他、近畿経済産業局から関西蓄電池人材育成等コンソーシアムに係

る取組状況について報告があり、構成員間での情報共有を行った。 

 


